府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、介護職員の質の向上、人材の確保及び定着を目的に、研修実施機関として初任者研修又は実務者研修を実施する市内の事業者等に対し、市長が予算の範囲内で府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、府中市補助金交付規則（昭和５７年府中市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号の定めるところによる。
⑴　初任者研修　介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程の研修
⑵　実務者研修　社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第　　４０条第２項第５号に規定する介護福祉士として必要な知識及び技能を修得させる研修
⑶　研修実施機関　介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第１号ロの規定による介護員養成研修事業者の指定を受けた者又は社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和６２年政令第４０２号）第３条の規定による介護福祉士実務者養成施設の指定を受けた者
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、研修実施機関として府中市内で初任者研修又は実務者研修を実施する者であって、市長が適当と認めた者とする。ただし、補助対象者が市税を滞納している場合は、補助の対象としない。

（補助金の額）
第４条　補助金の額は、初任者研修又は実務者研修（以下「補助対象事業」という。）の実施に係る費用の合計額とする。
２　前項の規定により算定された補助金の額が１００，０００円を超える場合は、１００，０００円を上限額とする。
（交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、府中市介護職員研修実施機関支援補助金交付申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなければならない。
２　申請者は、前項の申請書に、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市長が提出を要しないと認めた書類については、この限りでない。
⑴　研修実施機関であることが確認できる書類の写し
⑵　日程表
⑶　研修に係る収支予算書
（交付の決定）
第６条　市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により、不適当と認めたときは府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により、申請者に通知するものとする。
（事業の完了届及び実績報告） 

第７条　前条の規定による交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該交付の決定を受けた年度内に事業を完了させ、事業完了後、府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金実績報告書（別記様式第４号。以下「実績報告書」という。）に関係書類を添えて、市長が別に定める期限までに提出しなければならない。

２　前項の実績報告書に添付する関係書類は次のとおりとする。 

⑴　収支報告書

⑵　対象経費を補助事業者が負担したことが確認できる書類（領収書の写し等） 

⑶　その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定等） 

第８条　市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、交付すべき額を確定し、府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金交付額確定通知書（別記様式第５号。以下「交付額確定通知書」という。）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付等） 

第９条　市長は、前条の規定による交付額の確定後に、精算払により補助金を交付するものとする。 

２　前条の規定による交付額確定通知書を受けた者は、府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金交付請求書（別記様式第６号）を市長に提出しなければならない。
（交付決定の取消し）
第１０条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
⑴　不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
⑵　補助金交付の条件に違反したとき。
　⑶　市長の指示に従わないとき。
（補助金の返還）
第１１条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、補助金を返還させることができる。
（その他）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
（施行期日）
１　この告示は、令和３年６月２９日から施行し、令和３年４月１日から適用する。
（失効）
２　この告示は、令和６年３月３１日（以下「失効日」という。）限り、その効力を失う。
　（経過措置）
３　この告示の失効日前に、前項の規定による失効前の府中市介護職員研修実施機関支援事業補助金交付要綱（以下「廃止要綱」という。）第５条第１項に規定する交付申請書を市長に提出した者に係る廃止要綱第６条から第１１条までの規定は、廃止要綱第６条から第１１条までの規定による事務手続その他の行為が完了するまでの間、失効日後も、なおその効力を有する。　

